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第 4 号議案 付属資料（第 26 回定期総会第 5 号議案） 

 

日本退職者連合 第 2 次組織拡大プラン 

 

Ⅰ  まえがき・・高齢者を取りまく環境 

１．進む少子高齢化 

我が国は世界で例を見ない速さで少子高齢化が進んでいます。2020 年

で人口は 1 億 2,571 万人、28.8％（3,619 万人）が 65 歳以上の高齢者で

す。男女比率は３対４。少子化により総人口は長期の減少過程に入ってい

ます。2053 年には 1億人を割り、2065 年には 9,000 万人を切ると推計さ

れています。 

 

２．深刻化する社会問題 

このような中でさまざまな社会問題が発生し、深刻化してきています。

経済成長の低迷、地方都市の過疎化・消滅、様々な分野での人手不足、社

会保障制度維持の困難化、財政の悪化、社会の活力の低下などいろいろあ

ります。 

一例を取ると年金問題。支えられる高齢者に対し支える現役の割合が

どんどん減少しているため、マクロ経済スライドが発動されて給付水準

は低下しています。派遣法の改悪によって生み出された大量の非正規社

員の問題がこれに輪をかけています。年金を受け取る側の低所得もその

うち問題が表面化してきます。現に生活保護を受ける高齢者が増えてい

ます。社会保障を取り巻く問題は、現役と退職者との政策の乖離も生んで

くるでしょう。 

一人暮らしの高齢者が年々増加しています。高齢者がいる所帯は全所

帯の約半数ですが、そのうち 4 分の 1 強が独居所帯です。女性が断然多

く男性の 2倍以上です。比較的経済的には不安がない人が存在する一方、

住まいが持ち家でない人や高齢単身女性には生活に不安を抱えている人

が多くいます。一人暮らしの高齢者の問題は、認知症によるトラブルや買

い物難民、孤独死といったものが表面化しています。人との会話・交流が

一般的に少なく、コロナ禍がそれを増幅しています。一般的に社会との接

触が多い人ほど、健康と長寿を享受することができます。 
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３．増える高齢者の就労 

  高齢者雇用安定法の改正（2012 年）により 65 歳までの雇用が義務化さ

れ、継続雇用制度を中心に雇用延長が図られていますが、2025 年 4 月に

はすべての企業に適用されます。また、2021 年には新たに 66 歳から 70

歳までの雇用確保が努力義務とされました。 

公務員の定年延長は、国家公務員法が改正され（2021 年）、2023 年度

から、2年に 1歳ずつ 65 歳まで定年年齢が引き上げられます（2031 年

完了）。地方公務員もこれに準じます。 

2021年の高齢社会白書によると、高齢者の就業率は60～64歳で71.0％、

65～69 歳で 49.6％、70～74 歳で 32.5％になっています。いずれも 10 年

前に比べると 10 ポイント以上高くなっています。日本の高齢者の就労意

欲は欧米に比較すると際立っています。なお、男女別にみると、65 歳以

上では男性の就業率が女性より 20％以上高くなっています。 

 

４．社会保障の削減 

社会保障制度は、毎年のように法改定で負担増や給付の削減がなされ

ています。2021 年には医療保険の後期高齢者（75 歳以上）の窓口負担が、

年収 200 万円以上の人について１割から２割へ引き上げられました（実

施は 22 年 10 月以降）。 

介護保険については、私たちは被保険者を医療保険加入者全体に拡大

することを求めています。課題とはされているものの現時点で実現の見

通しはたっていません。 

 

 

Ⅱ  退職者連合の役割と組織拡大の必要性 

１．社会的影響力の強化 

退職者連合は、1991 年に連合の主導のもとに結成され、高齢者・退職

者の健康で生きがいの持てる社会の構築と、平和で充実した福祉社会の

実現を目的としています。24 の産別・関連団体の退職者組織からなる本

部は、社会保障制度の確立を中心とする政策活動に精力的に取り組んで

います。政党や省庁に対する要請を直接面談で年 2回以上実施し、国会に

おいて院内集会を開催するなど独自の政策を要求しています。ジェンダ

ー平等社会を目指す要求も別個に作成し並行して要求しています。また、

敬老の日には全国から会員が参集し、集会後のデモを含めて活動の盛り

上げを図っています。平和と社会正義をめざす活動も時宜に応じたテー

マを取り上げ展開しています。 
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地方退連においても交流を主体とした行事とともに、自治体への政策

要請を行っています。昨年度は全国の 34 道府県を筆頭に自治体や議員を

含め実に 411 件の申し入れを行い、回答を受けています。また、労金・全

労済などの労働福祉団体との協働によるライフサポート活動を多角的に

実施しています。 

これらの活動の目的をより有効にするためには、退職者連合は格段に

強力な社会的影響力をもたなければなりません。そのためにはなんとい

っても組織を拡大することが基本となります。同時に、退職者連合のみな

らず、産別・関連組織、地方組織の存立基盤や財政基盤の確保のためにも

組織拡大が必要であることは言うまでもありません。この組織拡大プラ

ンはこのようなニーズにもとづき作成するものです。 

 

２．高齢者・退職者の絆・つながりの拡大 

高齢者・退職者の不安がこれまでになく高まっています。経済的な問題、

健康や医療に関する不安、仕事上の悩み、子供や孫をはじめとする近親者

の問題など様々な不安があり、コロナウィルスの感染拡大がこの不安を

格段にあおっています。人との接触、交流が今ほど求められている時はあ

りません。退職者組織は、親睦・交流、福祉共済、生活相談、社会貢献な

どの活動により、これらの不安や悩みを軽減・解消するとともに、生きが

いや楽しみを感ずる機会を提供しています。退職者連合は、産別などやそ

の地方組織の活動を連携して強化しています。 

 

 

Ⅲ  第 1 次組織拡大プランの総括 

退職者連合は、2012 年 7 月の第 16 回定期総会で「組織拡大・強化アクシ

ョンプラン」を決定し、組織強化に乗り出しました。当時の会員数は、中央

退職者組織加盟者が 66 万名強、地方直加盟者が 11 万名弱で約 77 万名が会

員総数でした。アクションプランは 9か年建てで 9年間の長期目標は 300 万

人とし、最初の 3年間の中期目標は 100 万人とされました。アクションプラ

ンは第 3次までは 2年ごとに作られ、最後の第 4次は 3年間とされ、2021 年

6月に終了しました。このプランに基づく活動により中央組織会員は2016年

には 68 万人半ばに増えましたが、以後減少過程に入りました。2020 年の組

織実態調査では、中央組織 644,708 名、地方直加盟 50,576 名の総数 695,284

名であり約 7万名の減員に終わりました。 

多くの組織の懸命な努力にもかかわらずこのような結果になったのは、

以下のような原因が考えられます。 
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① 会員の高齢化により自然減が増えた。 

② 企業の雇用延長（定年延長を含む）をはじめとするいくつかの要因によ

り、会員の対象者が減少してきた。 

③ 雇用延長制度により離職者へのアクセスが難しくなった。 

④ 新規の産別退連の取り込みが少なかった。 

⑤ 地方の直加盟組合の獲得が減少した。 

 

 

Ⅳ  新たな組織拡大の目標 

１．長期目標 

100 万人会員 

 

２．中期目標（4 年間で達成） 

85 万人会員 

  

３． 組織拡大プランの期間 

2022 年度の始めより 2029 年度の終了までの 8 年間とし、前期と後期

の 4年間ずつに分割します。 

 

Ⅴ  組織拡大の推進体制 

１．アクションプランの設定 

 組織拡大は、2022 年度を始期とし、2 年ごとに作成するアクションプ

ランの下に遂行します。各年次のアクションプランは、組織拡大目標を明

示するとともに、各組織単位が実施すべき活動を提示します。 

 

２．組織単位別の目標設定と検証 

退連および地方退連の目標は、それぞれの構成組織が申請する拡大目標

を積み上げた数字を基礎に調整し、決定します。また、年度ごとに組織拡

大の成果を検証します。 

  

３．組織単位別の推進体制の確立 

各組織単位は、組織強化委員会を設置し、必要な人材、財源等の確保も

含め、具体的な活動を計画的に、全力を挙げて推進します。 
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４．現役組織との協力関係の強化 

可能であれば現役との間に「組織強化・拡大推進委員会」（仮称）を設置

し、組織拡大の目標および対象を共有し、協働して拡大活動を推進します。 

  

  

Ⅵ  組織拡大を有効にする活動の強化 

   １．政策活動の強化とアピール 

        組織拡大をより有効にするためには、退職者連合の存在と果たしてい

る役割を広く世間に知ってもらうことが重要です。一般の高齢者、退職

者が退職者連合に求めるものは政策活動とその成果です。より一層活動

を強化するとともに外に向かってアピールすることを、中央においても

地方においても積極的に推進します。 

 

   ２．地方退連の存在のアピール 

地方の活動は、住民により身近で、中央に比較してマスコミに取り上

げられるチャンスが大きいのが実態です。政策の自治体への要請やハイ

キングなどの交流行事を強化するとともに、ライフサポートセンターな

どの福祉活動や社会貢献活動を幅広く展開するよう努めます。 

 

   ３．審議会等への進出 

政策集団としての退職者連合の存在意義をより大きく発揮するため

には、高齢者に関する政府、自治体の審議会等に進出することが重要で

す。中央、地方における活動目標にして努力を傾注します。 

   

 

Ⅶ  その他の課題の検討 

女性会員の拡大や直加盟の会員の多い産業の中央への取り込み方など、課

題については今後とも検討を行います。 

 

以 上 
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